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カース トライク ・マイノ リテ ィの教 育達成

一 日本の被差別部落民を事例 として 一

鍋島 祥郎

1は じめに

私たちは一般に、「近代 日本」の出発点は明治維新にあると考えている。なるほ ど、経済的

・政治的 ・思想的な 「自由」や、地位移動の開放性などの観点からすれば、明治以降の日本社

会は多 くの面で近代 としての特質を備えているように思われる。しかし、本稿の対象である「部

落問題」という一連の社会現象に着目すれば、徳川;期の身分制に由来する賎視や地位移動の非

開放性など、私たちが一般にイメージする近代の特質 とはずいぶんかけ離れた現象が、事実 と

して生起しているのである。

このような特徴を持った部落問題は、従来 「封建制の残津」であるとか、「資本主義的搾取

関係の特殊形態」であると解釈されるのが一般的であり、この二つの解釈をめぐっての論争も

多 くなされてきているが、これらの解釈はいずれも、部落問題 と総称される社会現象が、近代

社会の一般法則にはあてはまらない例外的なものであるととらえることでは共通 している。た

しかに、「平等」を理念 とする近代社会においては、生得的な属性によって差別されることは、

あってはならないことであ り、それゆえに多 くの努力が 「近代化」 というスローガソのもとで

なされてきた。 しかしそうした理念や努力を敷誕 して、部落問題のような社会問題が、今 日の

社会の中では通常発生 し得ない特殊なものであると前提することはできない。そのような考え

方では、いわゆる 「解放令」1)以降120年 にもわたって部落問題がなにゆえ残存 してきたかを

説明することができないばかりでなく、今日の社会構造がこうした問題を生み出すメカニズム

を持っている可能性を追求する努力に蓋をしてしまいかねないからである。実際、人種や民族

・地域間の摩擦が、世界的な規模で多発 している今日の状況を考えれば、部落問題もまたこう

した 「エスニック ・コンフリク ト」 と同じ基盤を持つ、すぐれて 「近代的」な問題であるとも

考えられるのである。

アメリカの人類学者であるオグブ(Ogbu,John.U.,UC.Berkeley教 授)は 、 このような観
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点から部落問題を見ることに対 して、少なからぬ示唆を与えて くれている。彼は、アメリカ内

外のマイノリティグループの教育達成に関するクロスカルチュラルな研究を通 じて、先進社会

といわれる社会においても、アウ トカース ト的地位を占めるマイノリティが少なからず存在 し

ていることを再発見している。そして、こうしたカース トライク ・マイノリティを社会的 ・経

済的に低位な地位へと強制するカース トバリアーが存在 し、それを正当化するイデオロギーや

神話 ・俗説が存在 し、そうしたバリアーに対 してマイノリティが集団として対抗的な感情を募

らせることによって、アウ トカース ト的地位に適応 してい くと言うのである。従ってオグブは、

近代社会の中にも 「カース ト的層化」のメカニズムが働いていると見るのである。

本稿は、このようなオグブの理論に依拠 しなが ら、カース トライク ・マイノ リティの教育達

成について、 日本の被差別部落民を事例 として検討 したい。

]1オ グブによるマイ ノ リテ ィのタイポロジー

それではここで、オグブの理論的枠組みについて、簡単に見ておきたい。

1)マ イ ノ リテ ィの教 育達成に関す る先 行理論

マイノ リティの教育達成 に関す る研究は、ア メリカにおいてはかな り早い時期か ら行われて

い る。その代表的な もの としては、ア メ リカの黒人差別 を内外 に知 ら しめ る役割 を果た した ミ

ュル ダール(G,Myrda1)の 『アメ リカの矛盾(AnAmericanDilemma)』(1944)が あ げ ら

れ よう。 しか し、本格的 な研究が始め られたの は、公民権運動 による世論の盛 り上が りの中で

行 われた教育 機会均 等調査(EqualEducationa10pportunitySurvey)以 降 で ある(Cole-

manetal.1966)。 この時期 の代表 的な理論 としては、黒人の 相対 的な階層的低 位性 や家族 構

造の不安定性(多 産、父親の役割喪失等)が 、黒人の子 どもたちの正常な発達 を阻害 してい る

とする 「文化剥i奪(culturaldeprivation)論 」2)や 、 黒人の言語 を始め とす る白人 との文化的

な相違 が、 白人 中流文化 に よって成 り立 ってい る学校 において、黒人の子 どもに不利に作用す

る とする 「文化葛藤(culturalconflict)論 」3)、さ らには黒人の遺伝 的劣 等性 に よるもの とす

る 「遺伝決定(geneticendo㎜ent)論 」4)な どが挙 げ られ る。 オグブは 「黒人の子 どもたち

の低 学 力が、 ア メ リカの カー ス トシステ ム(castesystem)、 あ るい は人種的 層化(racial

stratification)の シ ステムに主 と して起因 してい るにもかかわ らず、 多 くのアメ リカの社会科

学者 は、 こう した観 点 か ら問題 を検討 する とい う視点 を全 く持 たなか ったので あ る」(Ogbu

1978,pp.2-3)と 批 判 している。

この批判 には二つの意味があ る。一 つは、黒人の文化や社会化のあ り方、あ るいは遺伝的能

力その ものがホ ワイ トミ ドルのそれ と比べて 「劣 ってい る」 とアプ リオ リに決めつけ ることへ

の批判であ る。他方は、階層や言語的相違な どの テンポ ラルな条件が社会化のプ ロセス に影響
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を及ぼすと言うのであれば、黒人が伝統的におかれてきた 「カース ト的地位」あるいはその地

位を固定化 しようとする 「カース ト的層化(castestratification)」 その ものが、同様の影響

を及ぼさないと考えることはできない、というものである。なぜならば、「同 じように文化的

・言語的葛藤や差異を学校で経験する諸々のマイノリティグループの間にも学力格差が見 られ

る」(Ogbu1991,p.6)か らであ り、 もし上述のテンポラルな条件が教育達成の決定的な要因な

のであれば、移民もまた教育達成上大 きな遅れをとって然るべきだからである。実際には、移

民は、教育達成上 しば しば白人をも上回ることが知られている。「従って、必要 とされている

のは、意味のある比較を行 うために、黒人がどのようなマイノリティグループを代表 している

のかを特定することである。マイノリティグループは、 ドミナン トグループとの相違 と同じく

らいに相互に異なっているかも知れないのである。」(Ogbu1978,p.22)

この批判は、黒人の教育達成研究 と部落民のそれ との距離を詰める上で、非常に重要である。

部落民 と一般 との間には、言語 ・宗教 ・文化などの点において、アメリカの黒人や移民 とドミ

ナン トな白人の間に見られるほど大きな違いはない。にもかかわらず、「一般」5)との間に教

育達成上大 きな違いがみられ、これを階層 ・言語 ・文化等のテンポラルな条件によって説明す

ることには無理がある。オグブが黒人の教育達成を説明する際に、こうしたテンポラルな条件

をひとまず留保 して、よりマクロなカース トシステムの検討に主眼を置いたことによって、部

落問題 と黒人問題の共通性が浮上することとなった。

2)マ イ ノリテ ィーの タイポ ロジー

以上 のよ うな先行研究 に対す る批判は、彼が カリフ ォルニア州ス トック トンのマイノ リテ ィ

コ ミュニテ ィで行ったエスノ グラフィー によって得 られ た知 見に基づいてい る(Ogbu1974)。

彼 はここで得 られた知見 に理論的な枠組み を与 えるために、アメ リカ内外のマイノ リテ ィに関

す るクロスカルチ ュラルな研 究を行い(Ogbu1978)、 当 該集団 がホ ス ト社会 の中で占め る位置

に よって、 マイノ リティにい くつかの類型 を見いだす こ とに成功 してい る。

マイノ リテ ィとい う概 念は 「少数派」 という数の上 の問題 ではな く、「支配(dominant)一

被 支配(subordinate)」 の関係 を含む概念 として使われて いる。 しか し、このような意味 で 「マ

イノ リティ」 に分類 され る集団の中で も、偏見 にさらされ ることはあ って もホス ト社会への参

入 の初期 か ら必 ず しも低 い社会 的 ・経 済的地位 を占めて いない もの(ア メ リカにおけ るJew、

Amish、Mormons等)も あ り、また、近代的な地位上昇 シス テム を利用 して、集 団全体 とし

て地位の上昇 を果た した集団(ア メ リカにおけ るヨーロ ッパ系 ・アジア系移 民な ど)も ある。

オグブは、前者 を 自律的 マイノ リテ ィ(autonomousminorities)、 後 者 を移 民マイ ノ リテ ィ

(immigrantminorities)と 呼 んでいる(Ogbu,1978)。

教 育不平等研究 において特 に問題 とされ るのは こう したマイノ リテ ィではな く、学校教育な

どの地位上昇 システム に接触 してい るように見 えなが らも、集団全体 と しての地位の上昇を果
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たせないでいるタイプの マイノ リティであ る(ア メ リカの黒人、ア メ リカンイ ンデ ィア ン、 メ

キシコ系 アメ リカ人、 イギ リスの西 イン ド人、 ニ ュー ジー ラン ドにおけ るマオ リ族、イ ン ドの

指定 カース ト、 イスラエルにおけ る東洋系 ユダヤ人、そ して 日本の部落 民な ど)。 オグブは こ

うしたマイノ リティを 「カース トライ ク ・マ イノ リテ ィ(castelikeminorities)」 と呼んでい

る。 「カー ス ト」概 念 とオ グブの 「カース トライ ク ・マイノ リテ ィ」概念の関係 については検

討 すべ き余地 が残 されている と思 われ るが、 こ こではオ グブが 「カー ス ト的層化」の指標 とし

ている点 を以下 に挙 げてお くに とどめ る。1)カ ー ス トライク ・マ イノ リティへの帰属は、生

まれによって決 め られて いる。2)支 配的集団 よ りも 「劣等」であ る と見な されてい る。3)

政 治的 な力 が弱 く、経済的 な従属性 がそれ を強化 してい る。4)こ う した経済的、政治的、社

会的 な従属 の構造 は、 カース トライク ・マ イノ リテ ィの低位な地位を正当化す るイデオ ロギー

の広範 な浸透 に よって強化 されている(Ogbu1986:p.28)。

で は こう した カー ス ト的層化は、黒人の教育達成 に どの ように影響 を及ぼすのであろ うか。

オ グブは次の ように述べ ている。 「黒人 の低 学力は、必ず しも高い教育の質 を必要 としない彼

らの成人後の低 い社会的 ・職業的地位への適応なのであ る。一方では、 ドミナン トな 白人 カー

ス トは黒人 に対 して劣 った教育 を提供 し、それ によって就学後 にかれ らの大部 分を劣 った職 業

へ と水路づけ るこ とによって、 この適応 を維持 させ るのであ る。他方では、 カース トシステム

の もとセ生成 された黒人環境 に固有の構造的 ・文化的特徴 もまた、 この適応を維持 させてい る。

カース トバ リアーは この ように して、黒人の態度 ・諸機関 ・スキルに対 して、間接 的で とらえ

に くい影響 を及 ぼす ことを通 じて、低学 力を促進 す ることが可能なのであ る。」(Ogbu1978,p.

213)従 って、 ここで検討 されるべ き問題 は、第1に 、 カース トライク ・マイノ リテ ィに対 し

て どの ような 「劣 った教 育(inferioreducation)」 カヨ与 え られた のか とい うこと、 そ して第2

に、それがマイ ノ リティの環境 に どの ような構 造的 ・文化的特徴 を生み出 してい るのか とい う

こ とであ る。

後者 に関 して オグブは、1980年 代 以降の論文 において黒人 に固有のイデオ ロギー的側面につ

いて強調 してい る。「移民マイ ノ リテ ィは、一般的 に、 その社 会へ と移動す るこ とが、 よりよ

い経済的状況、 あ らゆる面 でのよ りよい機会、 よ り大 きな政治的 自由をもた らす と信 じたか ら

こそ移動 したのであ る。…それ とは対照的に、非移 民マイノ リテ ィ、すなわちイソボ ラン タリー

マ イノ リテ ィ(involuntaryminorities)と 私 が呼ぶ人 々は、当該社会 へ と、奴隷制、征服 、

植民地化 によって組み入れ られた人 々であ る。彼 らは多 くの場合、 自由を奪われた ことに対 し

て遺恨 を抱 き、彼 らに対す る社会的、政治的、経済的バ リアーを、いわれな き抑圧 であ ると認

識 する。」(Ogbu1991,pp&9)従 っ て、 ここで検討 されるべ き問題は、 カース トバ リアー とい

う歴史的条件の 中で、 カース トライク ・マイノ リテ ィが どの ような社 会観 ・学校観 を形成 して

きたの か というこ とであ る。

この ような観点か ら、以下、 日本の部落民を事例 として、 カース トライク ・マイノ リテ ィの
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教育達成に関するオグブの理論の妥当性について検討 してみたい。

皿 被差別部落:民の教育達成

まず、 日本の部落民の戦後の教育達成の推移について見てみよう。

1)進 学率

文部省発表 による全国の被差別部落の高校進学率を見ると(図1)、1963年 の時点では総進

学率が66.8%で あるのに対 して、部落子弟の進学率は30.0%と なっており、後者の高校進学率

が全体の約半分しかなかったことがわかる。1960年 代以前の高校進学率のこのような大 きな格

差は、府県別の統計を見ても同 じであり、高校進学率を指標 としてみた場合の部落民の教育達

成水準の向上は、かなり最近になって起 こったことであることがわかる。

1960年代から70年代前半にかけては、部落子弟の高校進学率の向上は、一般の進学率の伸び

を上回るペースで伸び続けるが、1975年 をピークに、一般 との間に2か ら10ポイン トの格差を

残 したまま横ばいに転 じ、今 日に至っている。こうした推移は どの府県の統計においても基本

的に同じである。これ らの統計が西 日本に偏っているとはいえ、府県を超 えて同 じパターソが

見 られることは、何 らかの共通 した要因が働いていることを示 している。 さらには、1975年 以

降、部落子弟 と一般 との格差が2か ら10ポイン ト程度を保ったまま、すでに15年 以上にもわた

って横ばい状態を続けていることは、部落民の教育達成を規定する非常に根強い潜在的構造が

存在 していることを示唆 している。また、図2で 見るように、高校種別の進学率が部落 と一般

の間でかなり異なっていることや、部落子弟の高校中退率が高いことな どを考 えれば、高校進

学率の背後には、 もっと大きな格差が潜んでいると考えるのが妥当であろう。

次に大学進学率を見てみると(図3)、 府県によってかな りの違いがあるものの、高校進学

率以上に大きな格差が見 られることは明白である。大学進学率においてさらに重要なことは、

高校進学率の推移に見 られたような、1975年 のピークへ と向かう格差の縮小期が見いだせない

ことである。広島県や京都府の統計においてややそうした傾向はみられるものの、他の府県で

は見いだせない。その結果、表1で 見るように、若年層において も、部落民 と一般の問の高等

教育進学者の割合が著 しく異なるという事態を生んでいる。

従来、進学率格差の主たる要因は、部落民の所得水準が低いために学費の捻出が困難 とな り、

進学を断念せざるを得ないことにあると一般的には解釈されてきた。このような解釈に基づい

て、同和対策事業特別措置法(1969)以 降、同和地区就学督励費制度(解 放奨学金)な どが導

入されている。 ところが、高校進学率や大学進学率の推移を見る限 咲 こうした制度的補償の

イソパク トはほ とん ど見 られない。例えば、格差の縮小期間である1975年 以前の高校進学率の

推移を見てみると、格差の縮小は明らかに奨学金制度の導入以前に漸次始まってお り、奨学金
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図3部 落生徒の大学進学率

表1部 落民と一般の年代別学歴構成(大 阪府)

不就 学 ・ 義務教育 .高校 短大 大学
小中退 卒業程度 卒業程度 卒業程度 卒業程度

年代 部落 一般 部落 一般 部落 一般 部落 一般 部落 一般

60以 上 18。70.7 69.949.2 9.637.8 1.05.1 O.84.8
」

40-59 6.50.1 71.330.0 18.450.τ 1.65.5 2.111.6

30-39, 0.4、0,1 33.711,2 45.847.5 10,6.14.9 9.524.1

20-29 0.10.0 20.87.3 5?.451.4 13。722.7 8.016,8

(部落)大 阪府 『同和対策事業対象地域住民生活実態調査報告書』.、1991

(一般)総 務庁統計局 『平成2年 国勢調査抽出速報集計結果』、1992.
より作成
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導入の年度において飛躍的に進学率が高まった形跡は見られない。こうした推移からすれば、

進学率格差の縮小をもたらした主要な要因は、高校増設による入学定員増であって、同和対策

事業によるものではないと解釈するのが妥当であろう。だ とすれば、進学率格差を説明する直

接的な要因は、学費負担ができない というような階層的要因ではな く、入学試験を受けても合

格できなかったこと、すなわち、学力格差によるものだ と推察できる。奨学金制度の導入によ

って高校進学が可能 となった部落子弟が存在することはもちろん否定 しないが、それが進学率

の推移に反映するほ どの規模ではなかったことは明らかである。

それでは、学力その ものの推移は どうであったのだろうか。

2)学 力

筆者は、戦後の部落問題に関する調査や雑誌等の資料を検索 し、戦後の部落児童 ・生徒の学

力実態のフ ォローを試みた(鍋 島1990,1991a)。 戦後、部落児童 ・生徒を対象とする学力調査

は、時期的 ・地域的な偏 りがあるとはいえ、少なからず行われている。これらの調査の大部分

が個別の学校で行われたものであ り、またサンプル数や調査方法に問題があることは否めない。

また、比較的規模の大きな調査であっても、使用 した学力検査が多様であるため、正確な意味

での比較検討は困難であ り、時系列で部落民の学力水準の推移を見ることは困難な作業である。

以下、これ らの調査の再検討によって得 られた結果を、概括 してみよう。

学力水準の推移を示唆するデータとして、まず、津山市民主教育協議会の行った調査を紹介

しておきたい。

この調査では、岡山県津山市内の25の 被差別部落を対象に、1961年 度、69年 度、81年 度の中

学2年 生全員の成績評定(相 対評価)を 利用 して、その推移について報告 している。年度によ

る評定配分が異なっているため、部落生徒が各評定中に占める割合(実 測値)を 各年度の評定

配分(理 論値)で 割るという手続きによって、全体の分布 と部落生徒の分布のずれを見ている。

その結果が図4で ある。この図は左か ら順に評定5(高 達成)か ら並べてあるので、各年度に

おいて、部落生徒の達成が全体 よりも高い場合は左上が りに、逆の場合は右上が りに、同水準

であれば横一直線になるはずである。

結果を見れば、美術 ・技術 ・体育を除 くすべての教科において、いずれの年度も右上が りと

なっており、1961年 度から81年度までの20年 間に、部落生徒の相対的学力水準はほ とん ど変わ

っていないことを示 している。この調査は局所的なものであるとはいえ、同和対策事業の実施

前 と、実施後かなりの期間を経た後の学力水準を比較 している点で貴重である。この期間は、

部落子弟と全体 との高校進学率の格差が急速に縮小 した時期であることも思い返 して頂きたい。

また、学力格差の度合いも、図の直線のあ り方か らして、深刻なものであることは明瞭である。

部落生徒の相対的学力水準の低さが、高校進学率の上昇 とは裏腹に維持されていることを、こ

の調査は明瞭に示 している。
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次に、最近行われた府県規模の学力調査の結果について概観してみよう。

近年相次いで部落児童 ・生徒の学力に関する府県規模の調査が行われている(高 知県1987;

徳島県1990;大 阪府1990;福 岡県1992)。 図5は 徳島県の調査の、小学6年 の国語科のテス トの

正答率分布である。部落児童の学力分布は明らかに一般生徒のそれを下回っている。 これらの

調査はいずれも異なった時期に異なった学力検査を使用してお り、相互に比較することは不可

能であり、 これらの結果だけでは今日の部落のこどもの学力水準について絶対的な評価は下せ

ない。 しかし、いずれの調査においても、部落児童 ・生徒の方が低い得点に偏っていることで

は一貫 している。筆者は、戦後行われた部落児童 ・生徒を対象とした88の学力検査の結果にっ

いて検討 したが(鍋 島1991a)、 漢字の読み書きや基本的な計算力 といった比較的簡単な調査に

、おいて部落児童 ・生徒が一般を上回る事例がい くつか見られる他は、戦後一貫 して部落児童 ・

生徒の学力は、一般のそれを下回る結果となっている。

3)部 落民の教育達成の動向

上記の進学率および学力調査の結果を総合すれば、高校増設等の進学機会の構造的変化によ

る部落子弟の達成水準の向上はある程度見られるものの、相対的な学力水準の向上を裏付ける

データは見いだ し難い。つまりこのことは、戦後間もない時期に部落児童 ・生徒に集中的に見

られた不就学 ・長期欠席な ど、学校教育その ものから排除された状態 として現出 していた部落

子弟の教育達成水準の低さと、今 日見 られる大学進学率の大きな格差は、そのかたちこそ違う

ものの、相対的な教育達成水準の大きな格差 という点では、基本的に変わっていない というこ

とを意味 している。

このことはむろん、非識字状況の改善など絶対的な学力水準の変化が生 じていることを否定

するものではない。また、絶対的な学力水準の向上や、構造的な変化による達成水準の向上が

部落民の社会的地位を全 く変えなかった ということでもなかろう。 しか し、相対的な学力水準

が変化 していない とい うことは、戦後日本の教育システムはその機会均等の理念にもかかわら

ず、終戦直後の部落民のカース ト的地位を、学校における個人の努力を通じた地位移動によっ

て変化させるものではなかったことを、これ らの結果は意味 しているのである。裏返 して言え

ば、進学率や学力調査の数字の上か らは、学校教育 という近代的地位移動システムを利用 して

そのカース ト的地位を打破するという地位移動のあ り方は、部落民にはあま りみられないとい

うことである。

このような部落民の教育達成状況は、ホス ト社会への参入の初期において低い経済的 ・社会

的地位にあ りなが らも、学校教育を通 じて地位移動をはた したアメリカの移民マイノ リティと

比較すれば、教育達成のパターンからみても部落民が、オグブの言う 「カース トライク ・マイ

ノリティ」に極めて近いものであることを示 している。
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4)不 就学 ・長期欠席

さて、図6は 、戦後の奈良県における部落生徒(中 学生)の 長期欠席率の統計である6)。終

戦直後の部落生徒の長期欠席率は、一般 と比較 して異常ともいえる高さを示 している。 こうし

た部落児童 ・生徒の高い不就学率 ・長期欠席率は多 くの地域で報告されているが、 このような

事態が戦後突然現れたものであるとは考え難い。戦時中の生活破壊の影響がある程度考えられ

るにしても、基本的には、戦前から連続 しているものと考えられる。従って、不就学 ・長期欠

席率は、戦前 ・戦後における部落子弟と学校 との関係を、同じ指標のもとにとらえ得る重要な

データである。

明治中期までは就学率の低さはごく一般的なものであった。政府 ・文部省は就学率の向上を

最も重要な政策の一つとしていたが、さまざまな就学督励の努力によって就学率は1891年 には

5割 を超え、1900年 には8割 に達 し、1910年 頃にはほぼ完全就学に近い状態にまで改善 してい

る。他方、部落児童の就学率は地区によってかなりの差はあるものの、総 じて一般よりも低か

ったことが多 くの部落史研究者によって指摘されている。表2は 、1918年 に大阪府救済課の調

査結果として発表されたいわゆるr部 落台帳』によって作成された大阪府下部落の13歳 以上

人口の学歴構成である。 これを見れば、当時の部落民の実に6割 近 くが不就学であったことが

分かる(1918年 の全国の13歳 以上人口の累積不就学率は約35%で ある7))。

σ奈良県部落

△奈良渠全体 ・ 表2部 落民の学歴構成(大阪府、1918年報告)
●全国全体

%
40

10

0
1951195519601965

在学年度

鍋 島1991a,p.76

図6部 落生徒(中 学生)の 長期欠席率(奈 良県)

1970

学歴 人数 %

不就学 20,635 57.0

尋小卒 13,035 36.0

高小卒 2,293 6.3

中学卒 225 0.6.

高校卒 9 0.024

大学卒. 5 0.016

大阪同和教育史料集編集委員会 、
『大阪の同和教育史』 、1987、p.18

以上にみた戦前の部落民の就学率の動向は、就学意欲の浸透が、部落においてはかな り遅れ

ていたことを示 している。R.P.ド ーアをはじめ、「学歴主義」に関わる国内外の多 くの研究老

が、日本では教育を地位上昇の手段 とみなす風潮が、明治の学制成立以降、比較的早 く浸透 し

たことを指摘 している。このような観点か ら言えば、部落民においては、教育を地位達成手段

と見なす意識の浸透が遅かった と言えよう。もちろん、戦前 ・戦後を通 じて部落民の経済的な

困難が、就学年齢期の子 どもをも労働力 として活用せざるを得なかったことも否定できない。
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しか し、仮に不就学の理由の大部分が労働力への期待であったにせよ、戦前 ・戦後を通 じて極

めて長い期間にわたって、学校教育を地位移動の手段 として利用できなかったことは事実であ

り、学校教育を地位移動の手段 として利用 していないという点では、不就学 ・長期欠席問題が

基本的に解決される1960年 代以降の教育達成水準の動向と同じであることに注 目すべきであろ

う。

]V教 育 におけるカース トバ リアー

部落民の教育達成のこのような推移は、部落民が学校教育を地位移動の手段 として積極的に

利用 していたとは言えないことを示唆 している。 こうした学校教育利用の消極性は、何に起因

しているのであろうか。

まず検討されなければならないのは、日本の学校教育が、部落民に対 して何 らかの障壁(カ ー

ス トバリアー)を 設けていなかったかどうかという問題である。すなわち、部落民に対 して進

学機会が非開放的であったかどうかという問題である。

1)劣 った教育へのアクセス

戦前においては、部落民に対 して陰に陽にカース トバ リアーが設けられていたことは、部落

史研究を通 じてかなり明らかになってきている。第1に 、明治の解放令 と同時に、徳川期賎民

が独占権を有 していた皮革等の産業が自由化されたことや、刑吏等の仕事からも解任されたこ

とによって、部落民が急速にその経済的基盤を失 っていったその時期に、受益者負担による学

校の設立がなされていることである。その結果、部落民のコミュニティが運営する学校は、当

初から施設 ・設備等のハー ド面においても、教員配置等のソフ ト面において も劣った もの とな

った(安 川寿之輔1978;安 川重行1978;安 達1980,1983)。 また、学校を設置することができな

かった被差別部落 も多 くあり、 これらの学校は明治中期まで 「未就学地域」 として取 り残され

ることが しば しばあった(奥 田1983)。

第2に 、間もな く学校教育の公費負担制度が導入されは じめたが、その際に行われた学区統

合の過程で、部落民だけを対象 とするいびつな学区分けが行われ、部落民は引き続きハー ド・

ソフ ト両面で劣った学校への通学を余儀なくされたのである(安 川寿之輔1978;安 川重行1978;

安達1983;尾 崎1992)。

第3に 、1890年 前後にこのような 「身分学校」の廃止過程がみられるが、一般民 との統合が

図られた後は、教師や一般生徒からの差別的言動にさらされたことがあげられる。部落子弟だ

けを別の学級に編成 したり、教室の一角に集めて座らせる等、教師による実質的な 「分離教育」

があった ことな どが記録されているが(安 川重行1978)、 こうした態度が、部落児童 ・生徒の

達成意欲に水をさしたことは推察に難 くない。
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第4に 、小学校への就学状況が著 しく低かった都市部落においては、こうした状況に対応す

るため、小学校簡易科、簡易小学校、夜学校、勤労学校な ど、「貧民救済」 と 「就学率の向上」

を目的 とした特殊な小学校が設立されることが多かった。戦前の学校教育体系はこうした 「階

層学校」の体系であったが、部落民にとってはこれは実質的に「身分学校」であった(桑村1983)。

戦前の学校教育体系は、公教育普及のための試行錯誤に伴って、制度的な改:革が次々と行わ

れているが、その過程の中で、部落民はそのカース ト的な地位ゆえに教育機会そのものから排

除された り、劣った教育へのアクセスに限定されたり、学校においても差別待遇に直面 してい

たことは、こうした事例によって明らかである。このような公教育における様々なカース トバ

リアーは、部落子弟の教育達成を直接 ・間接に低め、部落民をそのアウ トカース ト的地位へと

固定化してきたと考えられるのである。

2)劣 った教育に対する部落民のリアクション

このようなカース トバ リアーに対 して、部落民が忍従 していたわけではない。すでに1890(明

治23)年 に、奈良県において身分学校反対の運動が展開されているのをはじめ、教育における

差別が、水平社運動を発生させたといっても過言ではない。1922年 の水平社創立 とその急速な

勢力拡大を受けて、司法省調査課が行った水平社の調査報告において、「差別的言行に対する

糾弾事件数は大正十二年三月から同十三年三月に至る満一箇年丈で も総数一、四三二件の驚 く

べき数字を示 して居る。而 して其大部分は小学校における差別事件である」 と述べている(安

川寿之輔1978)。

こうした糾弾闘争の展開に対 して、政府 ・文部省は、「融和教育」によって対応 しようとし

たが、すでに多 くの同和教育史研究の中で指摘されているように、水平社運動はこれを 「同情

を売 りものにする」 という観点から、敵対的なもの ととらえた。そればか りでな く、軍事体制

への移行が進む中で、水平社は軍国主義教育 としての公教育批判を、その運動の重要な課題 と

とらえるに至っている。また、こうした主義 ・主張のもとに、少年少女水平社 ・ピオニールが

組織され、多 くの部落の子 ども達が同盟休校(組 織的登校拒否)な どの戦術に参加している。

このような水平社運動の展開は、多 くの同和教育史研究において 「運動の発展」と評価されて

いるように、その運動の規模も要求内容も急速 に拡大 した。

以上のように、水平社運動による学校教育に対する糾弾闘争は、当初の身分学校の廃止等の

個別的な不平等に対する抗議から、構造的な差別に対する糾弾闘争へと発展 していった。 これ

は、学校等で直面する差別が、実は日本の社会構造 ・社会体制の問題であるという認識へと発

展する過程であったが、裏返せば、個別的な差別にい くら抗議 したとしても、部落民のアウ ト

カース ト的地位は容易に解消されるものではない、という認識へと至 る過程でもあった。教育

に対する部落民の解放運動に関する研究を行った安川寿之輔は、次のように述べている。「こ

のような重畳する差別の累積は、部落児童の学習=教 育に立ち向かう意欲 と姿勢を規制 し、直
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接あるいは出席率の低下などを媒介に して、部落児童の能力を確実に押 しとどめ…上級学校へ

の進学を困難にし…結局彼 らは、rほ んまのとこ、わいは、 どねん子供に学問さしたかて、や

っぱりあかぬと思いますネ。わいらはエ ッタや』、勉強 しても部落民は 『にかわをた くか、ま

ちの便所 くみするしか』ないという教育への不信 と絶望の念を強めていったのである。」根強

いカース トバリアの存在 と、その帰結 としての部落民の 「教育への絶望と不信」が、部落子弟

の社会化過程や子弟自身の経験を通 じて、達成意欲の減退をもた らしたことは、容易に推察さ

れることである。また、水平社運動の広がりが、こうした部落民の社会観 ・学校観を体系化 し、

イデオロギーとして浸透させた側面にも注 目すべきであろう。

戦後の部落解放運動は、このような戦前の運動を、イデオロギー的にも、戦術的にも継承 し

ていることは周知のことである。今日において も、各地の部落において、ゼッケン登校や同盟

休校が、学校の差別体質を糾弾する目的で行われている。今 日ではこうした活動がやや形骸化

し、異なった路線を主張するグループが存在するとはいえ、戦後 このイデオロギーが部落民の

間で大衆的な支持を集め、部落解放運動を日本の有数の社会運動に高めた事実は無視できない。

このことは、「教育への不信 と絶望」 という言葉に象徴される学校観 ・教育観が、「民主主義教

育」へ と衣替えした戦後 も、引き続き部落民の間で共有されてきたことを示 している。これは、

単なるイデオロギーの残存であるだけではな く、戦後において も部落民は学校教育や進学 ・就

職の機会等において、何 らかのカース トバ リアーを感 じていることを示 している。今 日もなお、

戦前の水平社運動のイデオロギーに象徴される社会観 ・教育観が、部落民に根強 く共有されて

おり、それが学校での子 どもたちの努力に水をさしている可能性は大きい。

ここでは、徳川期の制度的なアウ トカース ト地位が解放令によって解体された後の初期的な

状況の中で、部落民が受けたアウ トカース ト的な待遇が、部落民の社会観 ・学校観にどのよう

な影響を及ぼ してきたのかを概括 したが、この点については今後さらに検討する必要があろう。

オグブは近年、 このようなマイノリティの社会観を 「カルチ ュラルモデル」 と表現 し、カース

トライク ・マイノリティの教育達成を規定する要因 として、テンポラルな階層 ・言語 ・文化的

条件よりも、こうした条件をどのように認識するかを規定する枠組みであるカルチ ュラルモデ

ルの方が、 より決定的な要因であるとしている。オグブのこのような把握は、アメリカの移民

マイノリティとカース トライク ・マイノリティの違いを説明することから導き出された もので

あるが、戦後、公教育におけるカース トバ リアーがかなり改善された状況の中で、相対的な教

育達成水準の向上が見 られない部落民の教育達成について、示唆するところが多いように思わ

れる。

3)戦 後の部落子弟の達成意欲

戦前 ・戦後の部落解放運動が、学校教育の何をどのように問題 としてきたのかを見るとき、

明治以降の社会及び学校教育が部落民に対 して陰に陽に設けてきたカース トバ リアーに対 して、
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部落の親や子弟が社会 と学校教育に対する 「不信 と絶望」をつのらせ、それが子ども達の学校

における努力や能力の発揮を妨げてきたことは確かであろう。公教育における直接的なカース

トバ リアーが廃止された戦後}とおいて も、依然 として続 く部落民の相対的学力水準の低 さを説

明するものとして、 このような社会観 ・学校観の問題はかな り大きなウェイ トを占めているの

ではないかと考え られる。 これに関 しては、「ジ ョブ ・シー リング(職 業水準の上限)」8)

(Ogbu1978,pp.28-29)な ど、学校外のカース トバ リアーおよび部落民の経済的 ・職業的地位の

推移、それに対する部落民の リアクションについて検討する必要があろう。 これについては期

をあらためて論 じることとし、ここでは最後に、戦後の部落子弟の達成意欲の動向を示唆する

事例やデータが どの程度存在するかを確認 してお くにとどめる。

日本では部落民 と同じようにカース トライク ・マイノリティのひとつと考えられる、在 日朝

鮮 ・韓国人に関 して、次のような事例がある。ルポライターの関川夏央が、元広島カープのピ

ッチャーで在 日韓国人である張明夫(福 士明夫)に インタビュー した中で、張は、 日本ではま

ともな就職がで きないと感 じていたがゆえに、小さい頃からプロー本に進路を絞っていたと語

っている。また続いて、次のように語っている。

「大阪のいちばん韓国人の多い地域ですが、そこの小学校の文集を見たんです。60パ ーセソ

トが在 日の子供です。普通、 日本人の学校やったら、例えばパイロットになりたいとか、商社

に入ってニ ューヨークで仕事 したいとか、総理大臣にな りたいとか、まア夢を書 きますね。そ

れがないんです。もっと現実的なんです。児童は児童です、 日本人 も韓国人 も。 しかし、夢が

ない。知 り合いの誰それさんのところへ就職する、パチソコ屋になる、そ ういうことを書 くわ

けです。」「そこに壁があることを知っているんです。はっきりと。在 日の子は誰でもそ うです。

壁がある、限界があるいうことをなんとな く、 しかし骨身にしみて知っているんですね。自分

にも覚えがあ ります。だから彼らの気持ちがよく分か ります。」(関川1988,pp,176-178)今 日に

おいて も、学校教育を通 じた地位移動のシステムには、カース トバ リアーが存在することを、

マイノ リティの側が強 く意識 していることを、 この事例はよ く物語っている。

しか し残念ながら、人類学的なアプローチによる部落民の世界観 ・社会観あるいは学校観を

検討 した研究は皆無に等 しく、断片的な聞き取 り等の資料がいくつか散見されるに過ぎない。

従ってここでは、実際の意識のありようについて直接的な資料に基づいて検討することができ

ない。今後、エスノグラフィー等によるこの分野での研究の進展が待たれるところであるが、

ここでは進学意欲のありようなど、既存の調査 ・統計に基づいて検討を加えてみよう。

まず、表3を 見てみよう。 これは鳥取県八頭郡、徳島県、大阪府で行われた調査から、部落

児童 ・生徒の進路希望についてのデータを拾ったものである。鳥取県八頭郡は農業を中心 とす

る地域で、少数点在型部落を代表する地域である。他方、大阪府の部落の大部分は、都市及び

都市近郊に位置 し、典型的な都市部落型の地域である。徳島県は、少数点在及び都市部落が混

在 している地域である。従って、 ここに挙げたデータは、部落類型を一通 り網羅 しているもの
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表3部 落児童 ・生徒の進路希望

ノ「L頭(1989} 徳島(1987) 大阪(1989>

小3 中2 中1 中3 小5

未定

就職

家事手伝い

専門学校

高校まで

短大まで

大学まで

部 落 一 般 部 落 一 般

46.555.317.515.8

5.82.90.00●4

4.72.21.61.0

22●117●868.353.3

17●421.811●130.7

凸洛

』

'
1

一

'
6

。
6

4

ユ

部

21

3

8

37

6

23

般

コ

コ

4

』

』

鞠

濡

一

2

0

0

2

63

30

凸洛

惑

」

瀞

瀞

。
8

凹

4

部

4

1

0

2

75

14

般

4

コ

コ

」

'
8

鱒

コ

一

8

0

0

2

54

32

蔀洛

2

忍

」

3

』

一

』

部

14

2

0

3

61

18

一 般

18.7

3.2

6.0

28.2

9.3

34.0

中2

部 落 一 般

14.410.9

1.71.1

5.03.0

47.035.9

6。412.4

23.935.5

N胃 836286267945173043874842517534452293

(八頭)鳥 取県八頭郡同和教育研究会 ・隣保館協議会、未公開資料 、1989
(徳島)徳 島県教育委員会 『徳島県総合教育実態調査分析結果報告書』 、1991
(大阪)学 力総合実態調査実行委員会r学 力総合実態調査報告書』、1991
より作成

と考えられる。

一見 して分かるとお り、部落の児童 ・生徒では短大 ・大学進学希望者が少な く、「高校まで」

と答える子 どもが多い。部落生徒の短大 ・大学進学希望者の割合は、その格差が小さい大阪府

で一般の3分 の2(中2)、 鳥取県八頭郡では3分 の1(中2)に とどまっている。 これは、

先にみた大学進学率の格差 とほぼ同 じ割合 となってお り、中学生の段階での大学進学希望者の

割合の格差は、その後の大学進学率の格差をかな り的確に予測するもの となっている。

また、小学生の段階では 「未定」者が多いことが特徴であるが、小学生の進路希望と中学生

のそれとを比較 してみると、未定者の大部分は部落 ・一般を問わず、中学生段階では 「高校ま

で」を選択するようになると考えられる。同 じ集団についての調査ではないので断定はできな

いが、大学進学希望は、ほぼ小学生の段階(少 な くとも中学卒業前の段階)で 決まっているも

のと推察することがで きる。このような事態は、大学進学を決定する要因 として、早い段階で

自分を大学進学希望者であるとみなすか どうかという、「達成意欲」が大きくかかわっている

のではないかということを予想させる。これが事実であるならば、部落民は集団 として、大学

進学を始めとする達成意欲が、一般 と比べて低い ということが言えよう。

徳島県の調査では、進路希望 と学力 との相関が非常に高いことを指摘 している。従って、進

路希望が、早い段階での学力によって影響を受けている可能性も高い。 しか し、学力の形成に

対 しても、達成意欲が影響を及ぼしていると考えれば、進学希望に対 して達成意欲が影響を及

ぼしている可能性は捨象できない。 このことについて、部落の子 どもの 「知能(IQ)」 に関す

る調査によって、興味深い事実が得 られている。

1957年 に京都市で行われた調査、1974年 及び77年 に行われた長野県の調査では、部落及び一
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般の児童に対 して知能テス トを行い、その結果 と成績評定を比較 した結果、部落の子 どもたち

のIQの 分布 と、成績評定の分布 との間にはずれがみ られ、総 じて部落の子 どもたちはIQ

から予想される成績 よりもかなり低い成績をとっていることが報告されている。すなわち、部

落のこどもたちは総 じて 「アンダーアチーブ ド」の状態にあると指摘されている(鍋 島1991a)。

1975年 に北九州市で行われた調査では、知能テス トと学力検査を併用 し、より厳密な方法に

よって 「知能」 と学力との関係について調査 している。この調査では、小3・ 小5・ 中1・ 中

3の 子 どもたちの知能テス トの得点 と学力検査の得点に対 して、部落 と一般の子どもたちの集

団別に回帰分析を行い、その結果、図7で 見るような結果を得ている。すなわち、 どの学年に

おいて も、部落の子 どもの回帰直線は一般の子 どもより下になってお り、同じ程度の知能偏差

値の子 どもを比べた場合、部落の子 どもの学力の方がやは り低いことを報告 している(北 九州

大学 ・北九州産業社会研究所1976)。

知能テス トの結果が、必ず しも遺伝的なものではないことは今日ではよく知 られていること

であるが、知能テス トで測られているものが、学校教育を通 じて学習されることがめさされて

いる体系的な知識やスキルの基礎 となる認知的な能力であると考えれば、部落の子 どもたちは、

それぞれが持っている基礎的な認知的な能力から予測される学力水準にまで、自らを高めるこ

とができていないことを、これらの結果は示 している。筆者はもちろん、知能テス トの得点に

よって、'達成 し得る学力に限界があるという立場に立つものではないが、少な くとも、部落の

子 どもたちは一般的に予測される水準 よりもかなり低い学力水準 しか達成 していないことは明

らかである。このことは、部落の子どもたちはその能力を最大限に発揮で きていないことを意

味 している。

同じようなことが、階層 と学力との関係についても言える。1985年 に行われた大阪府の調査

によれば、同程度の家庭生活条件の子 どもを比べた場合、部落の子 どもたちの方がどの生活条

件 レベルにおいても学力が低いことを報告 している(学 力総合実態調査実行委員会1986)。 この

調査の方法に対 しては批判があるので軌 今のところ蓋然的ではあるが、部落の子 どもたちは

その階層的水準から予測される水準にまで、その能力を最大限発揮できていないと言える。

これらの結果を総合 してみた場合、知能や階層 とは違った要因が、部落の子 どもたちがその

能力を最大限発揮することを大 きく妨げている可能性は否定できない。

達成意欲そのものではないが、達成動機が部落児童 ・生徒 と一般の間でかな り異なっている

ことを示す調査結果 も存在 している。徳島県の調査(徳 島県教育委員会1991)で は、「勉強する

のはなぜですか」という質問を行い、「いいつとめ先にはい りたいから」「技術を身につけて、

早 く資格を とりたいから」など8項 目の選択肢から一つを選ばせているが、その結果、部落の

子 どもと一般の子どもとの間に、かなりの違いを見いだしている。図8は 、その中の 「能力や

個性を伸ば してみたい」に関する回答結果であるが、中学生段階では、学習の動機 として自ら

の能力や個性の伸張を挙げるものの割合が、部落と一般ではかなり違っていることが分かる。
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しか しこの結果は、部落生徒の方が学校での学習を、地位獲得のための手段 とみる傾向が強い

とも解釈でき、実際には地位獲得を果たしていないという事実 と矛盾するもの ともとらえるこ

とができる。

いずれにせよ、部落児童 ・生徒 と一般では、学習のモティヴェーシ ョソのあ り方、進学希望

等にみる達成意欲、知能や階層 と学力の関係において、何 らかの大きな違いが存在 しているこ

とは明らかであるが、 これらを解釈するに足る実証的なデータは不足 している。今後検討すべ

き課題は多いといえよう。

Vま とめ

本稿では、アメリカの人類学者J.む.オ グブの理論を手がか りに、被差別部落民の教育達成

とそのアウ トカース ト的な地位 との関連について、特に教育におけるカース トバ リアーやカル

チュラルモデルの問題に絞って考察 した。筆者がここで用いた方法は、既存のデータが、オグ

ブの 「カース ト的層化」 という観点から再解釈が可能かどうかを検討するというものであった。

以下、その結論をまとめておきたい。

まず、明治以降今 日に至るまで、部落民の相対的な教育達成水準が、一般 と比較 して一貫 し

て低いことである。用いた達成水準の指標は、戦前から終戦直後の時期については、不就学率、

戦後は高校及び大学進学率であるが、指標 によっては部落民と一般 との問の達成水準の格差は

縮小 しているように見えるが、これは主として教育機会の構造的変化によるものであって、相

対的な達成水準の格差は相変わらず大きなものである。 これは、機会の水平化をめざした教育

機会の構造的な変化にもかかわらず、部落民は相変わらずアウ トカース ト的な地位に配分され

ていることを意味 している。従って、部落民は、明治以降一貫 してその生まれによる地位にし

たがった層化、すなわちオグブの言う 「カース ト的層化」の中にあったといえる。

このような相対的な教育達成水準の格差をもたらしているものは、戦前においては 「身分学

校」や 「差別待遇」などの学校教育システムにおけるカース トバ リアーであり、このカース ト

バ リプーが基本的に解消した戦後においては、主として学力格差である。

また、学力格差を規定する要因は様 々なものが考えられるが、カース トライク ・マイノリテ

ィに特有の、学校教育に対する 「不信 と絶望」に由来する達成意欲の低さがあることは否定で

きない。

このような結論は、近代的な社会システムの中にも、カース ト的な層化をもたらすメカニズ

ムが存在 していることを示唆するものであり、カース ト概念によってマイノリティの教育達成

を説明 しようとするオグブの理論は、日本の被差別部落民のおかれている現実に対 して も整合

性を持つといえよう。とりわけ筆者には、就学率や進学率、学力、教育システムといったかな

り次元のことなった領域に現れる現象を体系づけ、包括的な解釈へと導 く上で、オグブの人類
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学的アプローチは極めて有効であるように思われる。ただしオグブの理論は、本稿で扱った教

育に直接かかわる領域に限られるものではな く、歴史的にみたマイノリティとホス ト社会 との

関係、その中で形成されるマイノリティの社会的 ・経済的 ・職業的地位な ども含めて教育達成

の問題を見ており、部落問題 との整合性の検証 という意味では、論 じなければな らない事柄は

多 く残されている。 これらについては、カルチュラルモデルの問題を含め、期をあ らためて論

じたい。

注

1)明 治4年(1871年)太 政官布告第61号 。「えた」「非人」等の称を廃 し、身分 ・職業 とも平民同様 とす

ることを布告 したもの。

2)ジ ョソソソ政権下の連邦政府のマイノ リティ政策に大きな影響を与えた、いわゆる 「モイニハン ・レ

ポー ト」によって使われた概念(Moynihan1965)。

3)文 化葛藤論については、森(1986)に 詳 しい。

4)ジ ェンセン(Jensen,A.R.)ら によって、根強 く主張 されたが、痛烈 に批判 されてもいる(Ogbu1978,

pp.54-65)。

5)本 稿 では、被差別部落民を 「部落民」 と標記 し、これと対比する意味での ドミナソ トな日本人を 「一

般」 と標記することにする。国内の調査等においては、同和対策事業が属地的基準によって行われて

いるため、「地区住民」「地区外住民」 と標記することが多い。 ここでは、アメリカの部落問題関連の

文献においてすでに"ippan"と い う概念が流通 しているという事情と、属人的属性であることを強

調するために、このような標記を便宜的に採用した。ただし、「一般」という概念には、「ノーマルな」

という意味あいが付随することもあ り、部落民がノーマルな日本人ではないという意味に受け取 られ

かねない面があることに注意 しなければならない。

6)こ の統計では、欠席 日数が年間50日 を超えるものを 「長期欠席者」としている。

7)明 治6年 から明治44年 までの累積不就学者数を累積学齢児童数で除したもの(r教 育学大事典』、第一

法規、1978、 より作成)。 従って、明治6年 以前に学齢期に達 したものは含まれていない。 しか し、

当時の平均余命を考えれば、大きく違った数値 とは考えられない。

8)「a)カ ース トライクマイノリティのメソバーは、彼 らが望み、かつ、条件を満たしている職業を得る

ために、個人 として競争に参加することが禁じられている。b)カ ース トライクマイノリティが、最

もよいとされている職業から、必要 とされる トレーニングを受けていないという理由からではな く、

そのカース ト的地位によって、完全に排除されている。または、人口比率に応分の席を占めていない。

c)こ れらの制限の結果、カース トライク ・マイノ リティの大部分が、最 も望ましくないとされてい

る職業に就かされることとなる。従って、カース ト的社会では、職業は、二つの大 きなカテゴリーに

大別されることとなる:す なわちジ ョブシーリソグより上の職業 と下の職業である。」(Ogbu1978,

P.29)

9)こ の調査結果に対 しては、梅田による方法論的な観点からの批判があ り(梅 田1988)、 異 なった方法

によって結果を再確認する必要があるが、今の ところ階層の分布によって部落のこどもたちの学力達

成水準の相対的な低さをすべて説明できるとする調査結果は存在 していない。
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◇

Castelike-Minorityandit,sEducatiollalAttainment

-Japan,sBurakumin,sCase一

ybsぬ勿 ハ阻BE㎜

ManyJapanesethinktheyliveinamodemsociety,andbelievethat"Bura㎞issues"isanexcep-

tionalsocialphenomenoninthemodernJapanesesociety.Similarlymanysocialscientistsdonotex-

amineitasaproblemofmoderncastelikestratificationsystem.Atleast,wecannot㎜derstandwhy

thepre-modernoutcastestatushasremainedover120yearssincetheEmancipationDecree,ifthere

isnobasistosustainit.J.U.Ogbu'santhropolpgicalapproachtominohtychndren'seducationalattain-

mentissuessuggeststhatBuraku-children'seducationalattainmentcanalsobeinterpretedinthe

contextofmoderncastestratificationsystem.ReferingtothisOgbu'6anthropologicalapproach,this

paperfocusesonBurakumin'seducationalattainmentincludingacademicachivement.

Insection2,IbrieflyintroducethetheoreticalframeworkofOgbu'sapproachtothisissue.

Ogbubeginshisargumentbyconsideringtheprecedinginterpretationsoflowerschoolperformance

ofblackchildren.Hearguesthattheycannotexplainwhysomeminoritygroups(suchasAsian-im-

migrants)hadsho㎜considerblyhigheracademicachivementandconsequentlymadeanupward

mobilityasagroupinU.S..Thisproblemcanonlybesolvedbyconsideringthecastesystemitselfas

adeterminantofacademicachivement,andspecifyingintowhatkindofminoritygroupsblacksare

classified."Minoritygroupsmaydifferfromoneanotherjustas皿uchastheydifferffomthedomi-

nantgroup.(Ogbu1978,P.22)"

Toconfirmthistheoreticalframework,heatteniptedacross-culturalstudyofminoritieswithin

andoutsideU.S.and.classifiedminoritiesintofollowingtypes:1)autollomousminorities,2)im-

migrantminorities,and3)castelikeminorities.Thetypewhichshowsloweracademicachievement

iscastelikeminoritiessuchasblacksinU.S.andJapan'sBura㎞min.Comparedtoimmigr…mt

minorities,.Ogbusaysthatcastelikeminorities'10werschoolperformanceisaresultofanadaptation

totheirtraditionallowersocialandoccupationalpositionsinadultlife.Thispositio且ismaintained,

ontheonehandthroughinferioreducationprovidedtothembydominalltgroups,ontheotherhand

bycertainstructuralfeatureoftheenvironmentinblackcommunitieswhichhasevolvedunderthe

castesystem.MorereceRtlyhereorganizedthelatterpartintoa"culturalInodel"theorythat

stressesthesubjectiYeaspectofcastelikeminorities'referenceframeofperception.

TheseviewpointsofOgbugivenotonlyatheoreticalffameworkininterpretingBurakumin's

educationalattainmentpatterns,butalsomakesurethatBurakuissues,notbeingaracialproblem,

hassomeimportantsimilarit1eswithblackissuesinU.S..A⇔plyingthisOgbu'stheoretica1
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framework,IattempttodescribemaincharacteristicsineducationalattaimentofBurakumininsec・

tion3.Seniorhighschoolentranceratesshowsthattilll975,thegapbetweenBuraku-andIppan

studentshadbeengraduallyclosing.Butafter1975,theratesforbothgroupshavenotchangedkeep-

ing2-10%lowerfiguresforBuraku・students.ThisconsitentunderrepresentationofBuraku-

studentsmeansthatatleastafterl975,persistentunderlyingstructurethatmaintainedthisgap

lnusthaveexisted.Turningtocollegeelltrancerates,wefindmuchlargerunderreprensentationof

Buraku-entrants,andalso .findthatthisunderrepreselltationhadbeenmaintainedthroughoutthe

post・WWIIperiod.AccordingtomyreviewofsurveysonBuraku-childreゴsacademicachivement

conductedsofar(Nabeshima199ia),theirachivementhasbeenconsistentlylowerthanthatofIp-

pan-children.

ThesepatternsofpersistentlylowereducationalattainmentsofBura㎞minconfi㎜thatthey

areoneofthecastelikeminoritiesasdefinedbyOgbu.AccordingtoOgbu'stheoreticalframework,

wehavetoexamillehistoricallythequalityandcharacteristicsofeducationprovidedtoBurakumin,

andseehowtheyresponsedtothiereducation,Insection4,Ireviewedhistoricallysomeofthein-

ferioreducationprovidedtoBurakumin.Wecanfindthatseparateschoolswereprovidedto

BurakuminintheearlyMeijiperiod,andafterthoseschoolswereabolished,Bura㎞ 一childrenhadto

faceadiscriminatoryandsegrigativetreatmentssuchasseparateclassesorseparateseats.Also,

manyBuraku-childrenwereenrolledintoeveningschoolsoreveningclasseswhichwerenotwell

qualified.MoreoverBuraku-children'scumulativeelementaryschoolenrollmentratewasapprox-

imately40%in1918,whereasIppan・children'sratewasapproximately65%.Theseinferioreduca-

tionandeducationalopportunitieschanneledmostoftheBuraku-childrentolowstatusandmellial

jobsafterschooling。

Suiheisha(Burakumin'sLevelersAssosiation)wasestablishedin1922,andhasfoughtagainst

thesecastebarriers.WhenwecloselyexaminetheideologyofthisSuiheisha,wecanfindinit

Burakumin'sdeepdist】fustagainstschooling.andpesimisticviewtowardupwardmobilitythrough

schoolsysytem.ThissuggeststhatOgbu'sculturalmodeltheorymightbeapplicableto

Burakumin'slowereducationalattainment.Butwehavenoavailableethnographicdataon

BurakumintomakefurtherinterpretationsonBura㎞min'sschoolrelatedattitudesandbeliefs.

ThesesituationssuggestthattheremustbeacastelikestratificationsysteminJapan。Modem

JapanesesocietyaftertheMeijirevolutionhasundoubtedlyprovidedinferioreducationto

Bur盆um血,andconsequentlyBurak㎜inhashadtoadaptthemselvestotheirascribedlowsta加s.


